
はじめに

本稿は、旧制第四高等学校（以下、四高）で所蔵していた物理実験機器及びその管理台帳を対象
に、2011（平成23）・2012（同24）年度のデジタル化・データベース化の過程で確認された現存状
況について、基礎的なデータを示し、報告するものである。

四高物理実験機器は、戦前の高等教育機関であった第四高等学校（1887（明治20）年第四高等中
学校として設立、1894（明治27）年第四高等学校と改称、1950（昭和25）年閉校）で購入し、使
用された機器を中心に、その前身である石川県専門学校（1881（明治14）年設立）、石川県中学師
範学校（1877（明治10）年設立）から引き継がれた機器を含む、歴史的な科学実験機器資料である。

現在、これらの機器は、金沢大学資料館と石川県立自然史資料館（以下、自然史資料館）の2ヶ
所に分かれて保存されている。その経緯について簡単に述べると、1950（昭和25）年に四高が閉
校した後、機器は、金沢大学法文学部、理学部を経て同大学教養部物理教室に移管された。その後、
1993（平成5）年の教養部移転を機に、91点が金沢大学資料館へ、翌1994（平成6）年には703点
が石川県自然科学博物館資料整備室（2006（平成18）年自然史資料館）へ移管された。また、この時、
金沢大学理学部および教育学部で所蔵していた機器267点も自然史資料館へ移管されている 1。こ
れらの機器の内、後述する管理台帳①「物理機械図入目録」と照合して四高旧蔵と確認できた機器
は747点である。さらに、2007（平成19）年には、旧教養部の馬替敏治教授より機器120余点と
新たな台帳2冊（後述の台帳④・⑤）が金沢大学資料館へ移管された。これらの機器の内、台帳①
と照合して四高旧蔵と確認できた機器は71点であった 2。

四高物理実験機器の台帳の一つである「物理機械図入目録」（台帳①）によれば、四高で所蔵し
ていた物理実験機器の種類は1,432種であることが明らかとなっている 3。今回の調査では、実際の
機器に付されたラベル等の備品番号と、この台帳①に記載された備品番号を照合し、861種の現存
を確認することができた 4。以下、機器同定のための基本資料となる管理台帳と現存する機器の全
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体的な傾向について述べる。

1　管理台帳について

四高物理実験機器に関する管理台帳は、先行研究により次の3点の存在が明らかとなっていた 5。
　①「物理機械図入目録」

現時点における機器同定の基本資料である。1896（明治29）年4月以降1905（明治38）年9月
以前に書き始められ、1949（昭和24）年までに四高に受け入れられた機器が記録されている 6。岩
井武雄助教授を中心とする四高物理室の代々の教職員によって作成、活用されてきた。機器は、重
学・音響学・光学・熱学・静電学・磁気学・流電学の7分野に分類され、分類ごとに備品番号が振
られている。機器の名称の他に、機器の絵がカラーで描かれているのが特徴である。また、廃棄・
返納された機器には、抹消のしるしとして斜線が引かれている 7。
　②「旧石川県専門学校敷地并資産引継書類及目録」

1888（明治21）年に石川県専門学校から四高へ引き継がれた資産（土地・校舎・教材等）のリ
ストで、第四高等中学校によって作成された。旧法文学部関係の行政文書として2003（平成15）
年に金沢大学資料館に移管された。本書には物理学器械161種が掲載されている。備品番号の記載
は無く、物性論及力学・水学・気学・音学・熱学・光学・電気及磁気学・天体論の8分野に分類さ
れた各機器に対し、名称、点数、評価額（購入額と思われる）が記載されている。また、この他に
附属器具2種が掲載されている。なお、これらの機器の中には、1878（明治11）年に文部省から
石川県専門学校の前身である石川県中学師範学校に交付された機器も含まれている 8。
　③「管理物品原符」

1950（昭和25）年頃、機器が四高から法文学部を経て金沢大学理学部に移管された後、同学部
の会計係によって作成されたもので、機器管理用として物理科に渡された複本である 9。表紙には

「管理物品原符　物理.J.実験室」と記されている。品1点ごとにカードが作成され、それらがまと
めて紐で綴られており、全部で3冊ある。1冊目は主に機器類で、購入・支給年月日欄に「昭和25
年9月25日」、また支給科（係）名欄に「物理学共通」、納人欄に「法文学部より引継」、「新4帳
237頁」と記載されている。また、整理のため、理学部会計係の担当者により新たな備品番号が付
けられたようだが 10、台帳①の備品番号も併記されている。2冊目は、机・椅子・棚などの備品類
である。3冊目は、1950（昭和25）年以降に金沢大学で購入した機器・消耗品が中心だが、納人が

「法文学部より引継」、購入年月日が「昭和25年4月1日」となっているものもあり、四高より引き
継がれたものか新たに購入したものか判別しがたい。ただし、台帳①の備品番号は記されていない。

以上の台帳に加え、今回の調査では、改めて以下3点の台帳の存在を確認できた 11。
　④「備品及消耗品受払簿」（写真Ⅰ）

1935（昭和10）年度から1949（昭和24）年度にかけて作成された四高物理教室の備品と消耗品
の受け入れ台帳である。四高から理学部に引き継がれた行政文書として2002（平成14）年に金沢
大学資料館に移管された。記録方法は、まず消耗品、備品、修理のインデックスに分け、それぞれ
で年度ごとに、請求年月日、品目、数量、受領年月日、単価、代価、納人、備考（機器の場合は台
帳①の備品番号、修理の場合はその内容等）を記載する。物理実験機器の受け入れは備品インデッ
クスに分類されている。
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本台帳は、学校の備品管理台帳として作成されたため、
1935（昭和10）年度から閉校に至る個々の機器の受け入れ
や修理に関する詳細が判明するのが特徴である。また、年度
ごとの四高物理教室の予算規模も把握できるため、当時の高
等教育機関運営に関する研究資料としても重要である。さら
に、納人の欄には、宮川成一や金内信三など金沢市内の業者
の名前が頻出しており、これらの人物を調査することで教育
機器の流通に関する研究が進むことが期待できる。
　⑤「物理機械収蔵所覚」（写真Ⅱ）

2007（平成19）年に機器と共に移管
された台帳の一つである。表紙に「昭和
廿年五月　物理機械収蔵所覚　物理教
室」とあり、記載内容から、1945（昭
和20）年5月から1950（昭和25）年3
月にかけて作成されたと推測される 12。
備品番号による機器の種類は1,443種だ
が、台帳作成時点で既に存在しない機器
については、備品番号のみが記され、か
つその番号も傍線で抹消されている。

本台帳の機器は、重学・音響学・光学・熱学・静電学・磁気学・流電気の7分類に分けられ、台
帳①と同じ備品番号、品名（通称）、収蔵場所（部、在所）が記載されている。収蔵場所には、分
類別に収蔵したと思われる番号（重部2Aなど）や、倉庫や実験室等の部屋名が記されている。収
蔵場所が移動した場合は、赤または青鉛筆で情報が書き換えられている。なお、四高時代、物理
実験機器の収蔵場所は、1892（明治25）年の新校舎新築時に建造された専用の土蔵倉庫であった。
しかし、第二次大戦末期に陸軍の研究所が四高に疎開したことにより、機器は未整理のまま収納さ
れていたという。その後、物理教室の教職員の手によって2年余をかけて整理分類された 13。本台
帳はその際に作成されたものと思われる 14。この他、備考欄には、破損、廃棄、返納、軍への供出
など、機器の移動に関する情報も記録されている。
　⑥「備付器械目録」（写真Ⅲ）

台帳⑤と同様2007（平成19）年に資
料館に移管された。表紙には「備付器械
目録　物理室」とある。備品番号による
機器の種類は1,437種だが、欠番を除く
と1,433種を数える 15。

機器は、台帳①・⑤と異なり、重学・
音響学・光学・熱学・静電学・磁気学・
流電学に天文学（9種）を加えた8分類
に分けられており、この他に雑（備品、
253種）がある。機器ごとに①・⑤と同じ備品番号が付され、名称、数量が記載されている。1906

（明治39）年3月29日以降は受領年月日が記されるようになっているため、台帳の記録開始年代は

写真Ⅰ

写真Ⅱ－1

写真Ⅲ－1

写真Ⅱ－2

写真Ⅲ－2
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この頃と推測される。最終の受領年月日は1946（昭和21）年5月28日である。また、顛末欄には、
廃棄、破損、製造者、附属品、性能、移管などの情報が記載されている。この中で、移管に関する
記述を見ると、中等教育機関の教員養成のため四高に設置された第十臨時教員養成所が1931（昭
和6）年3月廃止された後、大量の機器（84種）が移管されていることや、1938（昭和13）年12
月に立川陸軍航空支廠からの無償移管（2種）があったこと 16など興味深い事実を知ることができ
る。

以上、現時点で、四高物理実験機器の台帳が6点存在することを確認できた。各台帳の性格につ
いては、②は法文学部、④は理学部を経て資料館に移管されたものであり、四高という学校機関に
よって作成された公式な行政文書と見ることができる。また、四高物理科と金沢大学の教授を務め
た竹村松男氏の記述によれば、③も行政文書に類するものとみなすことができるだろう 17。これに
対し、①・⑤・⑥は、表紙に「物理室」または「物理教室」と明記され、機器がいずれもほぼ同じ
分類分けで記録されていること、⑤と⑥は機器と一緒に移管されていることから、四高物理科の教
職員らによって管理・利用の便のために作成され、閉校後もその後進となった金沢大学で代々受け
継がれてきたものと考えられる 18。また、作成年代については、②が最も早く、次いで明治期に①、
⑥が書き始められ、昭和期の④、⑤と続き、四高閉校後に③が記録されたと推測される。

2　現存する機器について

今回の調査で現存を確認できた機器は861種である。これらの中には、本体が所在不明で、附属
品や一部品のみ現存するものも含まれる。所蔵先は、金沢大学資料館に145種、自然史資料館に
699種、この他、本体と附属品等が両館に分かれて保存されている機器が14種あった 19。以下、こ
れらの機器について、全体の傾向と特徴について簡単に述べておきたい。

（1）現存率
表1は、現存機器の種類数と台帳①に記載され

た機器の種類数を分類ごとに提示し、右欄に全体
（台帳①）の種類数に占める現存機器の割合（現
存率）を示したものである。

これらの結果によると、機器全体の現存率は
60%で、分類別にみると、静電学が78%と最も
高く、磁気学、光学、音響学、重学、流電学と続
き、熱学が51%と最も低い。結果についての詳
細な分析は今後の検討課題だが、熱学の現存率が
低いのは、温度計などガラス製の壊れやすい素材
で、かつ使用頻度の高いと思われる機器が多いことが原因の一つと考えられる 20。また、現存機器
で最も数が多いのは流電学で、次いで重学、光学、熱学、静電学、音響学、磁気学の順となってい
るが、これは、もともと四高で所蔵していた機器の分類ごとの種類数（台帳①欄）の傾向とほぼ等
しいことがわかる。

　表1　現存機器の種類数と現存率

分類 現存 台帳① 現存率（％）
重学 200 343 58
音響学 58 92 63
光学 168 244 69
熱学 98 193 51
静電学 62 80 78
磁気学 22 29 76
流電学 253 451 56
合計 861 1432 60

　注1　機器の現存率の小数点以下は四捨五入。
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（2）受入年
次に機器が四高に受け入れられた年代を見ていく。四高への機器の受入年 21は、1906（明治39）

年3月29日以降は台帳⑥、1935（昭和10）年以降は台帳④で確認した。それ以前の年代については、
現段階では確認できる一次資料が無いため先行研究に従った。

先行研究によれば、四高の機器の中には、前身校である石川県専門学校で購入された機器、
1878（明治11）年に文部省から石川県中学師範学校に交付され、石川県専門学校に引き継がれた
機器という、四高開校以前に受け入れられた機器も含まれている。また、板垣英治氏によれば、
台帳①の備品番号は受入年と比例関係にあるため、おおよその年代を推測することができるとい
う 22。これによって、先行研究では、ほぼ全ての機器について受入年が推定されている 23。今回の

　表2　受入年による現存機器数の推移（分類別）
分類 A期 B期 C期 D期 E期 F期 G期 合計

重学 2 40 36 38 35 29 20 200
音響学 0 15 19 11 10 3 0 58
光学 0 22 53 36 21 29 7 168
熱学 0 12 30 26 16 7 7 98
静電学 1 20 7 24 10 0 0 62
磁気学 0 5 6 7 3 0 1 22
流電学 1 21 70 53 48 47 13 253
合計 4 135 221 195 143 115 48 861

注1　時期区分は以下の通りである。
A期：1878（明治11）年の文部省交付
B期：1887（明治20）年以前の石川県中学師範学校・石川県専門学校の前身校時代
C期：1888（明治21）年〜1905（明治38）年の四高開校後から台帳⑥記入以前の時代
D期：1906（明治39）年〜1915（大正4）年
E期：1916（大正5）年〜1925（大正14）年
F期：1926（昭和元）年〜1935（昭和10）年
G期：1936（昭和11）年〜1950（昭和25）年閉校
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　図１　受入年による現存機器数の推移（分類別）
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調査では、これらの成果を活用して、受入年による現存機器数の推移を分類別に示した（表2・図
1参照）。ここでは、受入年は7期に分類し、A期：1878（明治11）年の文部省交付、B期：1887（明
治20）年以前の石川県中学師範学校・石川県専門学校の前身校時代、C期：1888（明治21）年〜
1905（明治38）年の四高開校後から台帳⑥記入以前の時代とし、それ以降は便宜的に10年区切り
とし、D期：1906（明治39）年〜1915（大正4）年、E期：1916（大正5）年〜1925（大正14）年、
F期：1926（昭和元）年〜1935（昭和10）年、G期：1936（昭和11）年以降閉校までとした 24。

表2によれば、文部省より交付された機器は全部で4種である 25。また、石川県中学師範学校お
よび石川県専門学校の時に受け入れられた機器は135種である。以上により、現時点の研究成果で
は、現存する四高物理実験機器の6分の1程度が、前身校から引き継がれたものと見られる。

図1から受入年による分類ごとの変化を見ると、流電学や光学、熱学、音響学の分野で対象期間
が長いC期に受け入れた機器数が多いのは当然としても、ほぼ全ての分野でD期を境に機器の受け
入れ数が減少していくことが見てとれる。特にG期では、機器の受け入れが前10年間に対し半数
以下に落ち込んでいる。これは1930年代後半から40年代にかけて日本が置かれた政治社会的状況、
とくに戦争の影響があることが推測される。実際、台帳⑥には、1945（昭和20）年4月28日に砂
時計など数点が軍に供出されたこと、活動写真のフィルムが内容の検閲を受けたことが記録されて
いる。

（3）製造業者

機器には、製造業者名やその所在地、製品番号等が刻印されている場合がある。これらは、機器
の製造国や、製造年代等を調べる手掛かりとなるものである。今回の調査で、こうした刻印などか
ら製造業者の存在が確認できたのは、現存機器861種の内406種であった。

表3は、製造国による現存機器数を分類別に示し、図2は、表3の製造国別の合計数の割合をグ
ラフで示したものである。これらを見ると、日本製の製品が最も多く、海外製品ではドイツ製が最
も多いのがわかる。とくに、光学、磁気学では海外製品の割合が高い。また、表4・図3は、前章
で設定した7期の時期区分に従い、製造国別の現存機器数の時間的変遷を見たものである。これに
よると、B・C期では海外製品の方が日本製品より数が多いが、D期から逆転し、次第に国内の機
器生産能力が高くなってきた様子が窺える。また、E期にドイツ製の機器の受け入れが激減するの
は、第一次世界大戦の影響であろうか。G期にはドイツ以外の海外製品の受け入れが無くなってい
るのも、戦争の影響を窺わせる。

　表3　製造国による現存機器の数（分類別）
分類 ドイツ イギリス アメリカ フランス 日本 不明 合計

重学 19 3 6 1 68 1 98
音響学 17 0 0 0 13 0 30
光学 37 12 1 0 21 3 74
熱学 17 2 2 1 20 1 43
静電学 4 0 2 0 11 0 17
磁気学 7 0 0 0 2 0 9
流電学 45 1 15 1 68 5 135
合計 146 18 26 3 203 10 406
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　図2　製造国による現存機器数の割合

　表4　製造国別の現存機器数の時間的変遷　
A期 B期 C期 D期 E期 F期 G期 合計

ドイツ 0 14 65 34 7 24 2 146
イギリス 0 0 2 3 8 5 0 18
アメリカ 4 3 1 1 10 7 0 26
フランス 0 1 1 0 0 1 0 3
日本 0 14 16 40 55 47 31 203
合計 4 32 85 78 80 84 33 396

0

10

20

30

40

50

60

70

A期 B期 C期 D期 E期 F期 G期

現
存
機
器
数
（
種
）

時期区分

ドイツ

イギリス

アメリカ

フランス

日本

　図3　製造国別の現存機器数の時間的変遷
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個別の製造業者を見ると、国内・海外を含めて島津製作所製の機器が100種以上と群を抜いてい
る。1875（明治8）年創業の島津製作所は、理科学器械製造の草分け的な存在として有名である。
海外の製造業者では、ドイツのMax KohlやFerdinand Ernecke製の機器が40種以上となっている。
前者はケムニッツで1876年に設立された理化学器械メーカーで、後者はベルリンの精密機器・光
学機器メーカーである。また、分類別に見ると、光学ではAdam Hilger（イギリス）、Carl Zeiss（ド
イツ）などの社名が、流電学ではLeeds＆Northrup Co.（アメリカ）、Hartmann&Braun （ドイツ）
などの製品が多く見られる 26。

ところで、こうした機器を納入する業者については、海外製品は島津製作所が輸入、納入してい
ることが多いが、国内製品の場合は、前述したように、金沢市上松原町の宮川器械標本店（宮川成
一）や、同じく金沢の金内信三器械店の名が多く見られる。このように、当時、金沢市内にも教育
機器を専門に取り扱う業者が誕生していたことがわかる。

なお、購入以外にも移管という形で機器の受け入れが行われていた。1937（昭和12）年4月には、
同じ四高の工学教室から計算尺をまとめて受け入れている。他にも、前述したように、第十臨時教
員養成所や立川陸軍航空支廠からも機器が移管されていたことがわかる。

おわりに

以上、今回の調査では、現存する四高物理実験機器に関する基本的なデータを整理し、管理台帳
の概要と全体的な傾向について報告した。今後は、様々な視点からの分析と、他事例との比較検討
が求められるであろう。

なお、ここで取り上げた861種の機器は、金沢大学資料館所蔵のものは金沢大学Virtual Museum
ホームページで、石川県立自然史資料館所蔵の機器は、学術資源リポジトリ協議会のホームページ
で公開されている。URLは下記の通りである。ぜひご参照の上、ご意見を賜わりたい。

金沢大学Virtual Museum
http://kuvm.kanazawa-u.ac.jp/
学術資源リポジトリ協議会
http://srv1.amane-project.jp/hibunken/htdocs/
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注
1	 移管の経緯については、金沢大学資料館編『平成25年度金沢大学資料館特別展　二十年目の邂逅−泣

き別れになった四高物理実験機器−』（金沢大学資料館2013）に詳細がまとめられている。この他、竹

村松男「保存された四高物理機器　付．学制確立初期の物理教育事情」（『金沢大学資料館紀要』第4号

2006）、板垣英治『金沢大学資料館資料目録1　金沢大学資料館収蔵　第四高等学校物理機器図録』（金

沢大学資料館編・発行2004）、永平幸雄・石丸治平・今江新成『四高由来の物理実験機器カタログ−石

川県教育委員会所蔵−』（2005）等を参照。

2	 機器の点数について、2007年移管分は台帳①「物理機械図入目録」に記載の備品番号を1点として数え

た。その他の点数は注1の先行研究に従った。なお、機器の数え方については各研究者により異同があり、

必ずしも点数は一致しない。

3	 注1竹村前掲論文2・3頁表参照。

4	 現存機器の数は、注1竹村氏の先行研究に従い、「物理機械図入目録」の1品名を1種類として捉え、1備

品番号＝1種として数えた。なお、この他に現存する機器として、「物理機械図入目録」には記載されて

いないため総数861種の中には含めていないが、天文学の機器3種（天球儀、地球儀、回照儀・し景儀）、

雑分類の備品等5種の現存を確認した。

5	 いずれも金沢大学資料館蔵。注1竹村前掲論文には、台帳①〜③の表紙写真が掲載されている。また、

それぞれの詳細については、竹村前掲論文と板垣英治『金沢大学資料館資料目録3　石川県専門学校物理

機器図録−明治10年代の物理学教育と文部省交付物理機器−』（金沢大学資料館編・発行2005）を参照。

6	 後述する台帳④から、台帳①に記載の機器の内、最後に受け入れたのは真空ポンプ（重345）で受領年

月日は1949（昭和24）年3月31日であることがわかる。ただし、台帳④で確認できる、前年（1948（昭

和23）年）に受け入れたスライダック（流453、流454）、ミリボルトメーター（流455）は、台帳①に

記載されていない。

7	 注1竹村前掲論文参照。

8	 文部省からの交付機器について、注5板垣前掲論文では57種と推測されていたが、2013（平成25）年5

月の第60回日本科学史学会において、永平幸雄氏により文部省交付機器はRitchie社（アメリカ、ボス

トン）からの輸入品であること、現段階では、現存する四高由来の実験機器の内、鉛粘着板（重12）、ガ

ス短銃（静14）、誘導コイル（流10）、衝突球（重32）の4種であることが明らかにされた（注1前掲金

沢大学資料館図録（2013）3〜5頁参照）。

9	 注1竹村前掲論文20・21頁参照。

10	 注1竹村前掲論文20・21頁参照。

11	 いずれも金沢大学資料館蔵。

12	 例えば、キャリパー（重179）の備考欄には「50年（1950年）三月三十一日教育学部へ」とある。

13	 注1竹村前掲論文19頁参照。

14	 本台帳には、森（仙次）、吉村（睦勝）、竹村（松男）など、当時の物理教室教授陣の名前が散見される。

15	 なお、この数には後述する天文学の9種を含んでいない。台帳①・⑤と同じく7分類のみの種類数である。

16	 この立川陸軍航空支廠からの無償移管という事実については、台帳④でも確認できる。

17	 注1竹村前掲論文20・21頁参照。

18	 なお、台帳①および③の資料館への移管経緯については不明である。

19	 金沢大学資料館と自然史資料館に「泣き別れ」となった機器については、注1前掲金沢大学資料館展示

図録（2013）14頁参照。なお、同図録では本体と附属品が泣き別れとなった10種の機器が挙げられてい
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るが、他に、同種・同備品番号で本体が泣き別れとなった機器として、三稜柱硝子（光10）、クルックス

氏管（流92）、壁掛ダルソンヴァバール氏電流計（流341）、すべり抵抗器（流363）の4点を確認できる。

20	 台帳⑥では、寒暖計などの温度計が多く受け入れられ、破損し、廃棄されている記述が見られる。また、

台帳④の1939（昭和14）年度の機器の受け入れ欄を見ると、摂氏寒暖計（熱190）20本、寒暖計（熱

191）10個と一度に複数購入されており、こうした機器は、寿命サイクルが他の機器より短かったと推

測できる。

21	 先行研究では、機器が四高に受け入れられた年代を「購入年」としているが、機器の中には購入された

ものだけでなく、他機関から交付・移管されたものも含まれている。また、台帳④・⑥では「受領年」

とされていることから、本稿では「購入年」ではなく「受入年」と表現する。

22	 注1・5板垣前掲書参照。

23	 受入年については、注1・5板垣前掲書、注1永平前掲書を参照。

24	 時期区分については、教育制度や課程、当時の四高や社会の状況と関連付けて再検討する必要がある。

25	 注7板垣前掲書、注8参照。

26	 各製造業者の解説は、注1前掲金沢大学資料館展示図録（2013）6〜12頁、および永平幸雄・川合葉子『近

代日本と物理実験機器 ‐ 京都大学所蔵　明治・大正期物理実験機器』（京都大学学術出版会2001）313

〜321頁参照。
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